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■ ⾼年齢雇⽤継続給付の⾒直し

2025年4⽉1⽇施⾏

60歳以上65歳未満（被保険者期間5年以上）対象。給付率上限を賃⾦の最⼤15%から10%に縮⼩。‧

2025年4⽉1⽇以降に60歳に達する者から新給付率適⽤。企業は⾼年齢者の賃⾦制度整備が求められる。‧

■ ⾃⼰都合離職者の給付制限短縮

給付制限期間を原則2ヶ⽉から1ヶ⽉へ短縮（5年以内3回以上⾃⼰都合退職の場合は3ヶ⽉）。‧

離職前後の教育訓練受講等で給付制限免除あり。‧

■ 育児休業給付の実質給付率引上げ

「出⽣後休業⽀援給付⾦」を新設。両親が産後8週以内に各14⽇以上の育休取得等で、既存給付と合わせ実質給付率80%（⼿取り10割相当）に。‧

■ 育児時短就業給付の新設

2歳未満の⼦を養育するため時短勤務する者に、時短勤務中賃⾦の10%を⽀給。‧
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■ 教育訓練休暇給付⾦の新設

2025年10⽉1⽇施⾏

被保険者（原則被保険者期間5年以上）が教育訓練のため無給休暇を取得した場合、基本⼿当相当額を⽀給。‧

企業の教育訓練休暇制度整備が前提。‧

■ 雇⽤保険の適⽤拡⼤

2028年10⽉1⽇施⾏

加⼊対象を週所定労働時間20時間以上から10時間以上に拡⼤。‧

パート‧アルバイト等も対象。企業は対象者の洗い出し、保険料計算等の準備が必要。‧
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改正施⾏⽇


